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図― 第 3 海堡と埋立砂の同定で採取した位置

図― 第 3 海堡の平面図（竣工時）

図― 第 3 海堡の推定断面図（竣工時）
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. は じ め に

江戸幕末の近代日本の黎明期，我が国は首都東京を防

備するために東京湾岸に24の要塞を建設した。そのう

ちの 3 つは，海上の人工島に砲台を備えた海上要塞

（海堡（かいほ））である。図―に示すように，第 1

海堡（水深 5 m）と第 2 海堡（同10 m）は千葉県富津

岬沖に，第 3 海堡は横須賀市観音崎沖の潮流の激しい

浦賀水道内（同39 m）に建設された。第 3 海堡は，明

治25（1892）年から29年間を掛けて大正10（1921）年

に完成したが，竣工 2 年後の関東大震災で施設の35

程度が水没して，その機能を停止した1)。

本稿は，第 3 海堡埋立砂として用いられた走水・久

里浜・富津の海岸砂1)を採取し，粒度特性と最大・最小

間隙比の測定を行い，同埋立砂の同定を行う。そして，

三重管サンプラーで採取した第 3 海堡埋立て砂の乱さ

ない試料に対する粒度分析と動的三軸試験結果2)に対し

て，原位置動的強度の推定法3)（以後，EF 法と表記）

を適用して，新潟空港4)と新潟女池小学校3)で得たチ

ューブと凍結サンプリングの結果に加え，関西の港湾5)

の結果を統合して，EF 法の適用性を検討し，関東大震

災による第 3 海堡埋立砂に対する液状化の可能性を検

証する。

. 第三海堡の地盤概要と埋立砂の同定

図―と図―は，第 3 海堡建設時の平面図とその

推定断面図である。第 3 海堡（口絵写真―（https://

www.jiban.or.jp/index.php?option=com_content&view=

article&id=15553A2009-01-07-08-26-28&catid=101

3A2008-09-18-06-24-51&ltemid=72)6)）の長・短軸の長

さは，270 m と167 m であり，埋め立てられた容量

（332万 m3）は，東京ドームのそれの約2.7倍である。図

―に示すように人工島は，上総層群の上に捨石が敷設

され，捨石部の内側に横須賀市走水，久比里（現在の久

里浜），富津の海岸から採取された砂1)が埋め立てられ

ている。図―には，埋立砂の同定のために採取したこ

れらの採取地と，これらの地域に比較的まとまった砂の

堆積地として採取したたたら浜の採取位置を併せて示し

ている。

埋立砂の施工は，今日のプレロード工法や平板載荷試

験が，欧州からの輸入技術として既に当時の施工管理に

使われている1)。平板載荷試験では，砲台の重量と射撃

時の衝撃の両荷重を考慮した地耐力の管理が行われてい

た。また，盛土の施工に対しては，まき出し厚（20 cm）

の仕様規定も行われていた。これらの地盤技術は，当時
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図― 第 3 海堡のボーリング調査位置

図― 第 3 海堡遺構撤去前の断面図

図― 第 3 海堡埋立砂の粒径加積曲線

図― 第 3 海堡埋立砂とその同定に用いた供試土の粒

径加積曲線
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の米国が首都ワシントンを防護するため，Chesapeak

（チェサピーク）湾に海堡建設を計画した際の米国陸軍

省の求め（明治40年）に応じて，その概要（軍事機密に

近い情報）が技術輸出（A detailed report of the method

of construction of the artiˆcial islands in Tokyo bay）さ

れた程の，当時世界一級のものであった1)。

関東大震災以降から2007年の第 3 海堡遺構の浚渫・

撤去までに行われたボーリング位置を図―2)に示す。

また，地盤調査結果2)から推定した図―の AB 線上

の断面図を図―に示す。口絵写真―（URL 同前，

以下同様）は，関東大震災直後の第 3 海堡の航空写真

である。図―の No. 1 と16近傍に相当する口絵写真

―の場所では，液状化に起因する噴砂の痕跡が確認で

きる。図―との建設時の平面図と断面図を，図―

と口絵写真―のそれらと比較すると，関東大震災に起

因した埋立砂の液状化以外にも捨石部の大変形が人工島

崩壊の一因であることが推察される。

図―に示す調査位置から採取した試料の粒径加積曲

線を図―に示す。深度 z が2.5 m～27.5 m の異なる z

から得た試料の結果2)に加え，豊浦砂（▽)3)のそれを併

せて示している。これらの砂は，日本港湾協会7)による

「液状化の可能性がある」砂に分類されるが，特に z＝

2.5 m(＋)，7.5 m(×)，10.5 m(○）の埋立砂は，同

「特に液状化の可能性がある」砂であり，豊浦砂や新潟

砂8)のそれらと同様である。z＝17.5, 22.5, 27.5 m の試

料は，図―とに示す捨石（泥岩塊）であり，液状化

対象砂ではない。

第 3 海堡埋立砂とその同定に用いた供試土の粒度試

験結果と粒径加積曲線を図―と表―に示す。また，

同定に用いた砂を口絵写真―に示す。走水 1 と 2 の

採取位置は50 m 程離れている。また，富津 1 は富津岬

の先端，同 2 と 3 は 1 から富津岬の南岸部の東に，そ

れぞれ 1 km と 2 km 離れた位置である。第 3 海堡のチ

ューブサンプリングの砂が口絵写真―にないのは，現

存していないのが理由である。図―の粒径加積曲線を

見ると，第 3 海堡の z＝2.5 m の砂は富津 2，z＝7.5 m

と10.5 m の砂は走水 1 と久里浜の砂と同様であること

が分かる。粒径加積曲線が同様であることを反映して，

表―に示す平均粒径 D50，均等係数 Uc，曲率係数

U′c の値も同等である。走水 2，たたら浜，富津 1 は貝

殻片の混入が多く，D50も0.1～0.2 mm 程度大きい。粒

度特性の観点からは，第 3 海堡の埋立砂は，2.5 m で富

津 2，z＝7.5 m と10.5 m の砂では，走水 1 と久里浜砂

が用いられたと判断される。第 3 海堡の砂は，最大と

最小間隙比（emax と emin）が求められていない。したが

って，次章の動的強度の分析に用いる相対密度 Dr の値

は，走水 1 の emax と emin を用いて検討する。

. 第三海堡埋立砂の動的強度特性

図―2)(a),(b),(c)は，z＝7.5 m から三重管サンプ

ラーで得た不撹乱砂に対する軸差応力 sd，軸ひずみ ea，

過剰間隙水圧比 Du/s′c と繰返し載荷回数 Nc の関係を

示している。繰返し応力振幅比は0.181に設定されてい

る。せん断中の sd の制御や測定精度は JGS の基準内で

あり，試験は適正に行われていることが分かる。軸ひず

みは Nc＝18回程度から漸増し，36回で両振幅ひずみ 5

に達している。図―を含む他の供試体の結果を集約
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表― 供試土の粒度特性

図― 第 3 海堡埋立砂の繰返し 3 軸試験結果2)（z＝7.5

m)

図― 第 3 海堡埋立砂の液状化曲線2)（z＝7.5 m）

図― 相対密度と液状化強度の深度分布（測定値）
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して図―2)に z＝7.5 m の応力振幅比 sd/2s′o と Nc の

関係を示す。Nc＝20に対応する s/2s′o を RL20 として，

この図から読み取ると0.228となり，同様に z＝2.5 m と

10.5 m の値は，0.196と0.2382)であった。

図―は，新潟女池小学校8)で得た RL20 の z 分布に第

3 海堡の結果を併せてプロットしている。Dr＝66.4～

71.2は，新潟女池と同等な値であるが RL20＝0.196～

0.238は，同じ深度で新潟女池の値の下限値に近い。こ

の新潟砂は，新潟地震（1964年）で液状化し，壊滅的

な被害を与えたことで知られているが，第 3 海堡の埋

立砂は動的強度特性の観点でも液状化の対象砂であるこ

とが分かる。

. 原位置動的強度推定法の第三海堡埋立砂に

対する適用性

表―3)は，原位置の e, Dr, RL20, G0 の推定式とその相

関係数である。これらの相関式の右辺に測定値を代入し

て求めた値（表―の相関式の左辺）を測定値に乗ずる

ことで，それぞれの原位置の値が推定できる（EF 法）。

すなわち，表―の相関式の左辺（Re, RDr, RRL20, RG0）

は，測定値から原位置の e, Dr, RL20, G0 を求めるための

補正係数である。これらの回帰式は相関係数が0.95以上

と高いことから，データに対する回帰式の説明性も高い。

図―は，新潟女池小学校校庭3)，新潟空港4)，関西

のある港湾5)，第 3 海堡で得た液状化強度 RL20(m）と

Dr(m）の関係を示している。ここに m は，測定値を意

味する。新潟空港（＋）と女池小学校（×）のプロット

に対する回帰直線近傍に，関西のある港湾（◎）と第 3

海堡（▲）のプロットは位置している。地盤工学会で規

定された試料採取法と試験方法（性能規定）の結果であ

るが，試料採取時の密度増加で，RL20 と Dr が大きく評

価されていることが，これまでの検討8)で分かっている。

図―は，この密度増加の影響を排除するため，EF
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表― 原位置 e, Dr, RL20, G0 の推定式 表― 第 3 海堡埋立砂の e, Dr, RL20 の測定値と原位置の推定値

図― RL20 と Dr の関係（測定値） 図― RL20 と Dr の関係（推定値）
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法3)を用いて地盤内の原位置の RL20(i）と Dr(i）を推定

した結果である。ここに，i は原位置を意味する。図―

の RL20(i）は Dr(i）とともに大きくなり，材料学的に

整合するのみならず，新潟空港（＋）と女池小学校（×）

から得た回帰曲線近傍に，関西のある港湾5)（◎）と第

3 海堡（▲）のプロットが位置し，異なる 4 堆積地の結

果も統一的に説明できている。

表―は，第 3 海堡埋立砂の Dr と RL20 に EF 法を適

用する前後の値を示している。第 3 海堡の測定値は推

定した Dr よりも平均4.5程度過大で，RL20 では同

0.006程度過小な値である。すなわち，測定値は Dr＜70

の領域で危険側の設計値を与えることがわかる。関東

大震災による第 3 海堡の崩壊の原因が液状化であるこ

とは，口絵写真―に示す航空写真等からも認識できる

が，埋立砂に対する動的試験等から定量的に検討され，

明らかにされたことはなかった。“液状化”という用語

は，地盤技術者以外にも，今日広く市民レベルで知られ

るようになっている。新潟地震以降に獲得した砂の液状

化に対する今日の地盤工学の常識が，明治のこの時期に

は存在しなかったことになる。

. お わ り に

本稿の主要な結論は以下のとおりである。

1) 第 3 海堡の埋立砂は，粒径加積曲線と粒度特性

の観点から z＝2.5 m は富津 2，z＝7.5 m と10.5 m

の砂では，走水 1 と久里浜砂が用いられたと判断

された。

2) 第 3 海堡埋立砂の液状化強度 RL20＝0.196～0.238

は，同じ深度で新潟女池の値の下限値に近く，動

的強度特性の観点でも液状化の対象砂であること

が分かった。

3) 第 3 海堡の測定値は推定した Dr よりも平均4.5

程度過大で，RL20では同0.006程度過小な値であっ

た。EF 法は，新潟女池，新潟空港，関西のある港

湾，第三海堡の埋立砂の Dr と RL20 が地盤特性に応

じて，統一的に説明できることが分かった。

第 3 海堡の動的三軸試験結果は文献 2 による。デー

タの使用をお認め頂いた国土交通省東京湾口航路事務所

に深甚の謝意を表する。

本稿は，地盤工学会関東支部「江戸期以降の土木史跡

の地盤工学的分析・評価に関する研究委員会」の活動の

一環として作成した。
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